◆法人の運営　　　　　　　　監事監査チェック表（例示）
	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	他の監査との連携
	１．行政監査等において、口頭又は文書にて指導・指摘された内容について改善されているか。
	適・否
	

	
	２．外部監査・第三者評価事業等を受けた場合、報告書等の内容を確認し、是正指導について改善されているか。
	適・否
	

	　定　款
	３．定款が厚労省通知に準拠しているか。（法人定款と厚労省通知を照合する）
	適・否

	

	
	４．目的及び事業・純資産が実態と合致しているか。（法人登記簿謄本と実態を照合する）
	適・否
	

	
	５．定款変更は定款に定める所定の手続きを経て行われているか。（監事の理事会出席、議事録による理事の業務執行の確認）
	適・否
	

	役員・評議員
	６．欠員が生じていないか。
	適・否
	

	
	７．役員・評議員名簿及び選任関係書類が整備されているか。
	適・否
	

	
	８．役員・評議員は適格・適任者が選任されているか。
	適・否
	

	　　　理　事　会　等

	９．理事会・評議員会の開催は定款の定めに従って行われているか。（議事録・開催通知の確認）
	適・否
	

	
	１０．理事会・評議員会に長期欠席の理事・評議員はいないか。
	適・否
	

	
	１１．理事会・評議員会の要審議事項について、審議され、議決しているか。（予算、決算、その他）

	適・否
	

	
	１２．議事録は正確に記録され、保管されているか。
	適・否
	

	　　事業計画・予算

職　員　採　用

　


	１３．事業計画は、適正に作成されているか。
	適・否
	

	
	１４．新たな債務の発生に無理はないか。（償還財源の確保）
	適・否
	

	
	１５．予算は事業計画に合致し、収入・支出の積算は妥当か。
	適・否
	

	
	１６．事業計画の変更・補正予算は、妥当かつ適時に行われているか。
	適・否
	

	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	資産管理　
	１７．固定資産が明確に区分・管理（基本財産、その他の固定資産）されているか。

	適・否
	

	
	１８．各資産は適正に管理され、処分等は所定の手続きで適正に行われているか。
	適・否
	

	
	１９．敷地が借地の場合は、借地権等が設定登記されているか。
	適・否
	

	職員採用　
	２０．施設職員の欠員は速やかに補充されているか。
	適・否

	

	
	２１．就業規則に定められた所定の手続きを経ているか。
	適・否
	

	
	２２．初任給格付け（前歴換算）は適正か。
	適・否
	

	職員退職
	２３．職員の退職は、就業規則に定められた所定の手続きを経ているか。

	適・否
	

	
	２４．退職事由に問題はないか。
	適・否
	

	
	２５．退職金等は適正に支払われているか。
	適・否
	

	　　寄附金　

	２６．寄附金品の受け入れは経理規程に定められた所定の手続きを経ているか。

（寄附金品台帳、受領書、預金通帳等の確認）
	適・否
	

	
	２７．寄附金品の受け入れは寄附者の意向にそって行われているか。（申込書等の確認）

	適・否
	

	　　　そ　の　他　

職　員　採　用

　


	２８．公益事業、収益事業は事業目的にそって適正かつ安定的に運営されているか。
	適・否

	

	
	２９．不祥事はないか。
	適・否

	

	
	３０．その他不備はないか。
	　

　適・否
	


◆施設の運営
	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	就業規則・給与規程　
	１．労働基準法その他関係法令に基づき作成され、所定の手続きを経て所轄の労働基準監督署に届けられているか。
	適・否
	

	
	２．労働基準法に定める各種協定について届出、許可等を得ているか。
	適・否
	

	
	３．職員の勤務形態は実態に即しているか。
	適・否
	

	
	４．職員の給与水準は適当か。

職員の待遇は公平か。


	適・否
	

	その他規程　
	５．管理規程、旅費その他施設運営上必要な規程が定められているか。
	適・否

	

	
	６．実施状況は適当か。（規程と実施状況の照合）
	適・否

	

	　　　　　　事業計画・予算・事業報告
職　員　採　用

　


	７．施設運営計画（職員配置、研修、設備備品の整備、施設維持管理、利用者処遇目標、行事、給食、保健、機能回復訓練等）は適切に実施されているか。


	適・否
	

	
	８．前年度の実績成果を整理確認しているか。
	適・否
	

	
	９．各職員の業務分担は適切か。


	適・否
	

	
	１０．予算は、事業計画に合致し、収入・支出積算は妥当か。
	適・否
	

	
	１１．施設の最低基準・各指導通知及び措置費等を各職員は了知しているか。
	適・否
	

	
	１２．職員会議等により、討議確認されているか。
	適・否

	

	
	１３．事業計画の変更、予算の補正時期、内容は適切か。
	適・否

	

	
	１４．事業は、計画どおり実施されていたか。

（事業報告・決算書の確認）
	適・否
	

	
	１５．実績成果、反省点は整理確認されているか。

（事業報告・決算書の確認）
	適・否
	


	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	災害事故防止　
	１６．消防計画は実態に即し、適切に作成され、消防署に届け出されているか。
	適・否
	

	
	１７．防災訓練は適切に実施されているか。
	適・否
	

	
	１８．防災設備、避難経路等に不備はないか。
	適・否
	

	　利　用　者　処　遇
	１９．年度当初に施設として処遇計画を作成しているか。


	適・否

	

	
	２０．利用者の実態に即応した個別処遇方針を作成しているか。
	適・否
	

	
	２１．利用者の日課（食事、入浴時間、訓練等）は適切か。
	適・否
	

	
	２２．事故防止対策（食事、入浴、訓練、危険箇所等の改良）は万全か。


	適・否
	

	
	２３．職員は利用者処遇に共通理解をしているか。
	適・否
	

	　　　　預　か　り　金　管　理　

	２４．預かり金管理規程により適正に管理されているか。
①預かり金及び印鑑の保管状況

②出金依頼書と利用者別金銭出納簿と現金及び預金残高との照合
③責任者による通帳及び出金依頼書の月次の確認状況
④本人又は身元保証人等に対する出納状況報告

	適・否
	

	
	２５．内部牽制体制が確立しているか。
	適・否

	

	
	２６．多額の現金が保管されていないか。
	適・否

	

	遺留金品処理　

職　員　採　用

　


	２７．引継書（遺留品明細書添付）を作成しているか。
	適・否

	

	
	２８．死亡後預金の引き出しをしていないか。


	適・否
	

	寄　附

	２９．寄附金の受け入れは寄附者の意向にそって行われているか。（寄附金品台帳、申込書、受領書、預金通帳等の確認）

	適・否


	


　　

◆会計、契約等
	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	　　　財　産　目　録　
	1． 資産は基本財産、その他の固定資産に区分して記載されているか。


	適・否
	

	
	1． ２．基本財産は法人定款に記載されたものと一致しているか。

	適・否
	

	
	３．不動産は、原則すべて所有権が登記されているか。他から借用している場合は、賃借権、地上権の設定登記がされているか。
	適・否

	

	
	2． ４．社会福祉事業などの実施に必要と思われない物を所有していないか。

	適・否
	

	　　　　　　　　貸　借　対　照　表　
　寄附金　
　　　
職　員　採　用

　


	５．資産の部合計額は負債の部合計額と純資産の部合計額を合算したものと一致しているか。
	適・否

	

	
	６．貸借対照表と資金収支計算書の当期末支払資金残高が一致しているか。

（流動資産―流動負債＝当期末支払資金残高となっているか）

	適・否
	

	
	７．流動資産の預貯金と固定資産の○○積立預金を合計したものが、預金の残高証明書の合算額と一致するか。

　（併せて、すべての預貯金通帳、証書等と一致しているか）

	適・否
	

	
	８．流動資産の現金と小口現金出納帳の決算時点の残額は一致しているか。


	適・否
	

	
	９．固定資産に有価証券等がある場合、証書等と一致しているか。


	適・否
	

	
	１０．建物、車両運搬具、器具備品等の各固定資産は固定資産管理台帳の期末帳簿価額と一致しているか。


	適・否
	

	
	１１．流動負債に○○引当金がある場合、合理的な根拠に基づいているか。


	適・否
　


	


	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	　　　　　　貸　　借　　対　　照　　表　
　　　　　　　
　寄附金　
　　　
職　員　採　用

　

収　支　計　算　書　　

	１２．固定負債に退職給与引当金がある場合、大分県社協が発行した拠出金一覧表と整合性がとれているか。
	適・否
	

	
	１３．設備資金借入金等の○○借入金がある場合、償還予定表と整合性がとれているか。

	適・否
	

	
	１４．純資産の部、基本金は基本金台帳と一致しているか。

	適・否
	

	
	１５．純資産の部、国庫補助金等特別積立金は固定資産管理台帳の国庫補助金等の額の合算額と一致しているか。


	　適・否
	

	
	１６．純資産の部、○○積立金は固定資産の部○○積立預金と一致しているか。
	適・否

	

	
	１７．純資産の部、次期繰越活動増減差額は事業活動計算書の次期繰越活動増減差額と一致しているか。

　併せて、当期活動増減差額も一致しているか。


	適・否
	

	　　　　　　収　　支　　計　　算　　書
	１８．前期末、当期末を比較（増減）し、金額の大幅な増減については、責任者に確認し、合理的な説明を得ているか。


	適・否
	

	
	１９．経理規程に基づき、事業区分別に収支計算を行い、資金収支決算内訳表を作成しているか。

又、拠点区分は適正か。
	適・否
	

	
	２０．事業区分間、拠点区分間の資金の繰入れがあった場合、繰入れ要件が満たされているか。

（要件は各事業で異なるので、確認のこと）
	適・否

	

	
	２１．資金収支計算書の予算と実績を比較し、金額の大幅な増減については、責任者に確認し、合理的な説明を得ているか。


	　

適・否
	

	
	２２．資金収支計算書の予算と実績を比較し、予算外の新たな義務の負担、または権利の放棄があった場合、理事会の同意を得ているか。
	適・否
	


	
	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	収　支　計　算　書　
　　　　　　　
　寄附金　
　　　
職　員　採　用

　

収　支　計　算　書　　

	２３．事業活動計算書の減価償却額は、固定資産管理台帳の当期減価償却額の合計と一致しているか。

併せて、国庫補助金等特別積立金取崩額は固定資産管理台帳の国庫補助金等の額の合計と一致しているか。


	適・否
	

	
	２４．資金収支計算書の固定資産取得支出に執行額がある場合、固定資産管理台帳及び固定資産増減明細票と整合性がとれているか。


	適・否
	

	決　算　付　属　明　細　表
　　　　　　


	２５．経理規程に基づき、決算数値の根拠を明らか

にするため、決算付属明細表が作成されているか。


	適・否
	

	
	２６．未収金、未払金等で長期間放置しているものはないか。


	適・否
	

	
	２７．仮払金、仮受金等で精算は速やかに行われているか。

	適・否
	

	
	２６．他の財務諸表と整合性がとれているか。


	適・否
	

	　　　契　　　約

　　　　　収　支　計　算　書
	２７．当事業年度に新たに結んだ契約のうち、経理規程に基づき、適正に行われているか。
	適・否
	

	
	２８．契約に関する書類は整備されているか。

（社会福祉法人は、高い公共性を有しているので、市に準じた書類整備が求められている）


	　

　適・否
	

	
	２９．入札に付すべき契約のうち、随意契約となっていた場合、合理的な随意契約理由が明示されているか。
	適・否

	

	
	３０．入札が行われた場合、入札記録を確認し、複数の理事、監事或いは評議員が立ち会っているか。（契約担当者の理事長は、除く）
	適・否

	


	チェックポイント
	適・否
	備　　　　考

	１．法人の名称、目的事業の追加、変更登記は所轄庁からの認可証が届いてから２週間以内に登記しているか。

	適・否
	

	２．代表権を有する者に関する変更登記は理事会で選任後２週間以内に登記しているか。

（理事長の変更、重任）
	適・否
	

	３．資産の総額変更登記は毎会計年度終了後3ヶ月以内に登記されているか。
	適・否
	

	４．法人事務所の移転があった場合、事実発生日から2週間以内に登記されているか。
	適・否

	


◆法人登記期限
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